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第３章 ブロードバンド整備に関する国の政策的対応 

３．１ e-Japan 戦略と全国ブロードバンド構想 

① IT 革命への取組みに対して日本が出遅れたとの危機感のもと、高度情報通信

ネットワーク社会形成基本法（IT 基本法）が成立するとともに IT 戦略本部が

設置され、2001 年 1 月に「5 年以内（2005 年）に世界最先端の IT 国家となる」

ことを大目標とした IT 国家戦略「e-Japan 戦略」が策定された。 
 
② この中で、超高速ネットワークインフラ整備に関して、「競争及び市場原理の

もと、5 年以内に超高速アクセス（目安として 30～100Mbps）が可能な世界最

高水準のインターネット網の整備を促進することにより、必要となるすべての

国民がこれを低廉な料金で利用できるようにする。（少なくとも 3,000 万世帯が

高速インターネットアクセス網に、また 1,000 万世帯が超高速インターネット

アクセス網に常時接続可能な環境を整備することを目指す。）」との明確な目標

が設定された。 
 
③ これを受け、高速・超高速ネットワークインフラの整備に関して、目標年次

である2005年度までのスケジュール及び官民の役割分担を明らかにするため、

総務省が 2001 年 10 月に「全国ブロードバンド構想」を策定し、「世界最先端

の IT 国家」の実現の基盤となる高速・超高速インターネットの全国普及に向

けて、①ネットワークインフラ整備のスケジュールと官民の役割分担、②高速・

超高速インターネットサービスの普及予測、③高速・超高速ネットワークで実

現される高度な公共アプリケーションによる生活の変化、についてとりまとめ

るとともに、民間事業者による整備が進まない条件不利地域については、「デジ

タル・ディバイド是正の発生を防止する観点から、国・地方公共団体による公

的整備が必要」と指摘している。 
 
④ e-Japan 戦略等を受け、様々な施策が集中的に講じられた結果、インフラ整

備に関しては急速に進み、高速・超高速インターネット利用可能世帯数は、2003
年には当初の目標を短期間で大幅に上回ることとなった。 

 
⑤ その後、インフラ整備といったネットワーク利用可能環境が向上する一方で、

ネットワーク利活用面の課題が顕在化したことから、IT の利活用に重点を置い

た新たな国家戦略「e-Japan 戦略Ⅱ」が、2003 年 7 月に策定された。 
 
⑥ e-Japan 戦略Ⅱにおいても次世代情報通信基盤の整備に係る記述が盛り込ま

れ、その中で利活用の先導的取組みの推進やコンテンツ・サービスの充実等に
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より、「高速インターネットアクセスを 3,000 万世帯、光ファイバによる超高速

インターネットアクセスを 1,000 万世帯が利用する。」との目標が設定された。

さらに、2004 年 6 月に策定された「e-Japan 重点計画-2004」では、実利用ベ

ースの目標を、「有線・無線を問わず、高速インターネットアクセス（144kbps
以上 30Mbps 未満）へ 4,000 万加入、それに加えて超高速インターネットアク

セス（30Mbps 以上）へ 1,000 万加入を達成する」とのユビキタスネットワー

ク化の進展を踏まえた新たな目標が設定された。 
 
⑦ e-Japan 戦略及び e-Japan 戦略Ⅱ等を踏まえた取組みの結果、「安さ」と「速

さ」の面で、わが国は世界一のブロードバンド利用環境を実現しているとの国

際的な評価を受けるまでになったが、地理的デジタル・ディバイドの解消や利

活用の更なる促進等の課題もある。このため、「2005 年に世界最先端の IT 国

家となる」という目標の実現に向けてラストスパートをかけるとともに、引き

続き世界最先端であり続けるための取組みとして 2005 年 2 月に「IT 政策パッ

ケージ 2005」を策定し、取組みを強化している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３．１： ｅ－Ｊａｐａｎ戦略（2001年1月）の進捗状況 

注１ 加入可能数のデータは、事業者情報、国勢調査データ等に基づき、町丁目ベースで積算された世帯数をベースに推計したもの。

2005年までに常時接続可能な環境整備

・高速インターネット 3,000万世帯
（ＤＳＬ等）

・超高速インターネット 1,000万世帯
（ＦＴＴＨ）

2005年までに常時接続可能な環境整備

・高速インターネット 3,000万世帯
（ＤＳＬ等）

・超高速インターネット 1,000万世帯
（ＦＴＴＨ）

加入可能数（2005年3月末）

・高速インターネット（ＤＳＬ） 4,630万世帯

・超高速インターネット（ＦＴＴＨ） 3,590万世帯

実加入数（2004年12月末）

・高速インターネット(DSL+CATV） 1,620万加入

・超高速インターネット(FTTH） 243万加入

加入可能数（2005年3月末）

・高速インターネット（ＤＳＬ） 4,630万世帯

・超高速インターネット（ＦＴＴＨ） 3,590万世帯

実加入数（2004年12月末）

・高速インターネット(DSL+CATV） 1,620万加入

・超高速インターネット(FTTH） 243万加入

目標 現状
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３．２ ブロードバンド整備促進方策と競争政策 

① ブロードバンド基盤整備は、民間が主導的役割を担うことが原則であり、こ

れまで国としては、上述したような「e-Japan 戦略」等の整備目標を示すほか、

アンバンドルルール・コロケーションルールの整備、非対称規制の導入、電気

通信事業の一種・二種区分の廃止、参入規制の緩和等による公正な競争の促進・

規制の見直し等、高度情報通信ネットワーク社会の形成を阻害する要因を解消

する等、民間の活力が十分に発揮されるための環境整備を行っている。 
 
② また、地理的デジタル・ディバイドを解消し、ブロードバンド基盤の全国的

整備を図る観点から、電気通信基盤充実臨時措置法に基づき、税制優遇措置、

超低利融資等の民間事業者に対する支援措置や、地方公共団体に対しては、「加

入者系光ファイバ網設備整備事業」、「地域イントラネット基盤施設整備事業」、

「新世代ケーブルテレビ施設整備事業」等の基盤整備を目的とする補助金及び

過疎対策事業債・地域活性化事業債といった地方財政措置等の支援措置を講じ

ている。 
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年次 政府決定、基本方針等 競争政策 
インフラ整備施策・事業 
（基盤法、補助金等） 

線路敷設、集合住宅 

平成 3 年 
（1991 年） 

  ○ 電気通信基盤充実臨時措置法
（基盤法）制定 

  ・ 光ファイバ網の早期全国整備
に向け、光ファイバ網を中心とし
た新世代通信網の整備に対する
総合的支援の実現 

 

平成 4 年 
（1992 年） 

    

平成 5 年 
（1993 年） 

  ○ 基盤法改正（信頼性向上施設
整備事業の追加） 

 

平成 6 年 
（1994 年） 

○ 高度情報通信社会推進本
部を内閣に設置 

 ○ 「新世代地域ケーブルテレビ施
設整備事業」を創設 

 

平成 7 年 
（1995 年） 

○ 高度情報通信社会推進に
向けた基本指針 
・  民間主導の下、光ファイ
バ網整備（き線点光化）に
ついて 2010 年を念頭に早
期の全国整備を目指す 

 ○ 基盤法改正 
・ 加入者系光ファイバ網整備に
対する総合的支援の実現（特別
融資制度の創設、高度有線テレ
ビジョン放送施設整備事業の追
加） 

 

平成 8 年 
（1996 年） 

  ○ 基盤法改正 
  ・ 特別融資制度の下限金利引

下げ、対象設備（ＯＮＵ〔光端末回
線装置〕）の追加 

 

平成 9 年 
（1997 年） 

 ○ 接続の基本的なルールの策定 
・ 接続の義務化、指定電気通信
設備制度の創設 

  

平成10 年 
（1998 年） 

○ 高度情報通信社会推進に
向けた基本方針 

  ・  光ファイバ網の全国整備
を、2005 年までに実現できる
よう努力する 

○ 料金の届出化 ○ 「地域イントラネット基盤整備事
業」を創設（平成 10 年度補正予
算） 

 

 

平成11 年 
（1999 年） 

    

平成12 年 
（2000 年） 

○ 高度情報通信ネットワーク
社会形成基本法（ＩＴ基本法）
成立（平成 13 年 1 月 6 日施
行） 

○ ＤＳＬのための接続制度充実 
 ・ アンバンドルルール、コロケーシ

ョンルールの整備 
 

  

平成13 年 
（2001 年） 

○ 高度情報通信ネットワーク
社会推進戦略本部（ＩＴ戦略
本部）を内閣に設置 

○ 「ｅ-Ｊａｐａｎ戦略」（ＩＴ 戦略
本部決定） 

○ 「全国ブロードバンド構想」 
 

○ 光ファイバ設備等に係るアンバ
ンドルルールの整備 

○ 電気通信事業法改正 
  ・ 非対称規制、ユニバーサルサ

ービス基金導入等 
 

○ 基盤法改正 
  ・ 平成 18 年 5 月 31 日まで 5 年

間延長 
  ・ 過疎地域等の利子助成下限

金利引下げ 
・ ＤＳＬ、ＦＷＡ、ケーブルインター
ネット関連施設を支援対象に追
加 

○ 「地域イントラネット基盤施設整
備事業」 を公共事業化  

○ 公益事業者の電柱・
管路等使用に関するガ
イドライン策定（以降毎
年 4 月改正） 

○ ダークファイバ情報ウ
ェブ上での情報公開開
始 

○ 既存の分譲マンション
のＩＴ化工事に関する区
分所有法の解釈の明確
化 

平成14 年 
（2002 年） 

 ○ 電気通信役務利用放送法の施
行 

○ 「地域情報交流基盤整備モデル
事業（加入者系光ファイバ網設備
整備事業等）」創設（併せて、あら
かじめ当該事業への開放を目的
とする地域イントラネットの整備を
可能とした） 

○ 新築共同住宅情報化
標準を策定 

○ 地方公共団体が保有
するダークファイバを民
間事業者へ開放する際
の標準的手続き策定 

○ 既存集合住宅のＩＴ化
標準、改修のための合
意形成マニュアル及び
技術指針の策定 

平成15 年 
（2003 年） 

○ 「ｅ-Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」（ＩＴ戦
略本部決定） 

  ○ 区分所有法の一部改
正施行 

  ・ マンションの共用部
分の変更について決議
要件を緩和 

平成16 年 
（2004 年） 

○ 「ブロードバンド・ゼロ地域
脱出計画」 

 ・ 地方公共団体がブロード
バンド基盤整備を推進する
ための役割、課題等を整理 

○ 「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」 

○ 改正電気通信事業法の施行 
  ・ 一種・二種区分廃止、参入規 

制緩和、料金・約款規制の原則
廃止等 

○ 「地域イントラネット基盤施設整
備事業」の整備要件の緩和 

 ・ あらかじめ高速・超高速インタ
ーネットアクセス提供事業への開
放を目的とする整備を可能とする
（平成 17 年度～）。 

 

図表３．２： ブロードバンド基盤整備に関するこれまでの国の取組み 
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３．３ u-Japan 政策 

① e-Japan 戦略はインフラ面を中心に着実な成果を上げつつあるが、e-Japan
戦略Ⅱにもあるように、「2006年以降も世界最先端であり続けることを目指す」

必要があるという認識の下、「2010 年には世界最先端の ICT 国家として先導す

る」との大目標を掲げた「u-Japan 政策17」を総務省が 2004 年 12 月に取りま

とめた。 
 
② u-Japan 政策は、インフラ整備と利活用促進を軸として 3 つの方向において

展開される。第一は「ユビキタスネットワーク整備」という方向であり、わが

国の ICT18インフラを「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」つながるユビ

キタスネットワークへと進化させる必要がある。第二は「ICT 利活用高度化」

という方向であり、様々な社会経済的課題を ICT の一層の高度化によって解決

し、期待を実現していくには、幅広い分野の環境整備が必要である。第三はユ

ビキタスネットワークのインフラ整備が、ICT 利活用高度化に的確につながる

ように、安心・安全な「利用環境整備」を行っていくという方向であり、セキ

ュリティの確保等、多様で広範な「影」の課題に対して、どのような道筋で対

処していくかあらかじめ想定しておくことも重要な課題である。 
 
③ また、u-Japan 政策においては、利用者にとっての新しい価値が次々に湧き

上がるように生み出されていく「価値創発」が戦略目標になる。そのようなユ

ビキタスネット社会を日本で先駆的に実現させることで、2010 年にはフロン

トランナーとして世界の ICT 利活用を先導することが u-Japan 政策の最終目

標である。 
 
③ なお、u-Japan 政策の実施については、2005 年から 2010 年までの具体的な

スケジュールと可能な限り数値目標を伴った明確な成果目標からなる｢工程

表｣の作成と、その後のPDCAによる不断の見直しが必要19であるとしている。 
 
 

 
                                            
17 総務省では、経済財政諮問会議においてユビキタスネット社会の実現を目標とした「u-Japan 構想」を

2004 年 5 月に発表し、6 月 4 日に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2004」にも、

「経済活性化に向けた重点施策」として「ユビキタスネットワーク環境を整備し、高齢者・障害者が元気に

参加できる IT 社会を実現するため、『u-Japan 構想』を具体化することが盛り込まれた。この「u-Japan 構

想」を具体化したものが、「u-Japan 政策」である。 
18 インターネットや携帯電話等の「情報通信技術」をあらわす英語としては、IT と ICT がある。国際的に

は、欧州や中南米、アジアの各国及び国連をはじめとする各種国際機関において「ICT」の語が広く定着し

ている。u-Japan 政策においても、情報通信におけるコミュニケーションの重要性をより一層明確化するた

めに、ICT の語が利用されている。 
19 「ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会」最終報告（2004 年 12 月） 
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図表３．３： ｕ－Ｊａｐａｎ政策パッケージの全体像 

ｕ
─
Ｊ
ａ
ｐ
ａ
ｎ
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備
（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、相互運用性、高信頼性、電子商取引等）

ｺﾝﾃﾝﾂの創造・流通・利用促進
（流通・決済､ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ､ｺﾝﾃﾝﾂ創造､ｿﾌﾄﾊﾟﾜｰ等）

ＩＣＴによる先行的社会システム改革
（社会･経営革新､制度改革､電子政府・自治体等）

ＩＣＴ人材活用
（人材育成､ﾍﾞﾝﾁｬｰ促進、教育改革､ 市民参加等）

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ整備

ブロードバンド基盤の全国的整備
（ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞ解消、地域情報化､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送、競争政策等）

国際戦略： 国内にとどまらず、国際的な市場やネットワークを視野に入れた政策を推進（アジア・ブロードバンド計画の推進によりアジアを世界の情報拠点に）

技術戦略： 重点分野の研究開発や標準化を戦略的に推進するとともに、持続的発展に向けたイノベーションを促し、国際競争力を高める

ＩＣＴ安心・安全２１戦略の推進
（優先的に対応すべき２１課題を抽出し、対応策を提示）

有線・無線のシームレスなアクセス環境の整備
（電波開放、固定・移動融合、通信・放送連携等）

実物系ネットワークの確立
（電子ﾀｸﾞ､ｾﾝｻｰﾈｯﾄ､情報家電､ITS、ﾕﾋﾞｷﾀｽ端末等）

ＩＣＴ利活用の高度化 利用環境整備

民産学官一体となって
集中的・重点的な取組みを推進

技術の成熟と
普及定着

利用者意識の
向上

２０１０年へ向けた将来課題 （生活者のニーズ調査から抽出）

乗客のイライラ
解消

若年・中高年
の社会参加

ＩＣＴの利活用が将来課題の解決に寄与

診療情報の
効率的利用

災害時の
安全確保

行政手続きの
オンライン化

高齢者に
優しい住宅

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞの
効率化

生涯学習
の普及

勤務形態
の多様化

ﾎﾜｲﾄｶﾗｰの
協業支援

交通渋滞・
事故の削減

食の
安心・安全

ﾘｻｲｸﾙ・ｺﾞﾐ
処理の推進

ｺﾝﾃﾝﾂへの
自由なｱｸｾｽ

人に優しい心と心の触れ合い 利用者の視点が融け込む 個性ある活力が湧き上がる

２０１０年までに国民の１００％が
高速または超高速を利用可能な社会に

２０１０年までに国民の８０％がＩＣＴは
課題解決に役立つと評価する社会に

２０１０年までに国民の８０％が
ＩＣＴに安心感を得られる社会に

２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの導入促進
（ｴｰｼﾞｪﾝﾄ技術、ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ、情報ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ等）

「影」に関する課題の整理・明確化
（「影」を１０分野・１００課題に整理し、イメージを明確化）

ユビキタスネット社会憲章の制定
（基本原則や共通認識を整理､「憲章」として世界に発信）

顕在化しつつある重要な課題への対応
（将来に向けて顕在化しつつある重要な課題を抽出）


